
 

 
  

 
 

 
 
 
 

 保証協会に支払った信用保証料 

Ｑ：当社は６月決算の法人です。５月初め 

に信用保証協会の保証を受けて、金融機関から 

設備投資のための資金を借入れました。その際

に３年間の保証期間に係る保証料として、４０

万５千円を一括で支払いました。 

 この保証料の全額を、今年の６月期決算で、

税務上の経費とすることはできますか？ 

 

Ａ：全額を、当期の経費とすることはでき

ません。 

【解説】  

 法人税法では、会社が支出する費用のうち、 

支払日から１年を超えて役務の提供を受ける 

ようなものについては、その事業年度に対応 

する部分の金額だけが、その事業年度の損金 

の額に算入されることとされています。 

 したがって御社の支出した保証料も、保証 

期間が３年間であるため、当期の損金になる 

のは支出した金額のうち当期に対応する部分 

の金額だけとなり、保証期間（月数）に応じ 

て均等配分した金額（４０万５千円×２／36 

＝２万２千５百円）が当期の損金の額に算入 

されることになります。 

 また、繰上返済した場合に、未経過期間分 

の信用保証料が返還されることとなっている 

 ものについては、前期に繰上返済した場合に 

 返還を受ける信用保証料の額と、当期に繰上 

 返済した場合に返還を受ける信用保証料の額 

 との差額を、その期の損金の額に算入するこ 

 とも認められています。ただし、この場合に 

 は継続してこの方法を適用することが条件と 

 なりますので、ご注意ください。  
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